
諸外国の国民投票運動におけるオンライン広告規制 

１ 国民投票運動におけるオンライン広告規制の内容 

 
（凡例）〇：全部導入、△：部分的導入 

ただし、英の透明性表示の規定及びアイルランドの関係規定は未施行。ニュージーランドの関係法は失効した

もの。EUの規則案は審議中。 

２ 透明性の確保に係る情報のオンライン広告への表示義務 

（1）義務を課される者 
①広告出稿の責任者→ 英国・ニュージーランド・EU（案） 

②オンラインプラットフォーム等→ アイルランド・米国カリフォルニア州 

（2）表示すべき情報 
① 広告出稿の責任者の氏名等で足りる→ 英国・ニュージーランド・米国カリフォルニア州 

② 更なる情報（支出金額、広告掲示期間等）まで求める→ アイルランド・EU（案） 

３ 支出規制 

 

４ 偽情報・誤情報などの拡散規制 

 
＊EU ではオンラインプラットフォーム等の自主規制に委ねられている。 
＊英国では、①言論の自由に「萎縮効果」を与える危惧があること、②特定の表現が真実であるかどうか

は、場合によっては高度な論争になり得ること、③禁止をすることでかえって誤った信念を定着させるこ

とになりかねないとの課題が指摘されている。 

５ インターネットを用いた商業広告の利用規制 
フランスでは、国民投票が行われる月の初日前 6 か月間及び当該国民投票が実施される投票日までの

期間、インターネットを用いた商業広告を、国民投票に関する宣伝を目的として利用することが禁止さ

れている。 
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